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■ 医療機関の窮状「共有できている」 

― 松本会長、高市首相に期待 ― 

 松本吉郎会長は10月22日の定例会見で、医

療機関の窮状や物価高対策の必要性に関する

高市早苗首相の一連の発言に言及し、「現状

の認識・危機感などを共有できていることが

はっきりと分かり、たいへん心強い思いでい

る」と期待感を示した。速やかな財政支援な

どの実施に向け、高市首相はじめ関係閣僚と

の連携を深めていく考えを示した。 

 高市氏が21日の首相就任後の会見で、医療

機関や介護施設への物価高対策について「報

酬改定の時期を待たずに、経営の改善、働い

ている方々の処遇改善につながる補助金を前

倒しで措置する」と表明したことなどを紹介。

「日医がこれまで、再三にわたりお願いして

きた要望と合致する考え方」と述べ、「たい

へん心強い思いでいる」との認識を示した。 

 自民党総裁選で、高市氏の推薦人として、

安藤高夫・前厚生労働大臣政務官、仁木博文・

前厚労副大臣、今枝宗一郎氏、松本尚氏の医

師国会議員４人が名を連ねたことにも触れ、

「そういった背景からも、医療に対するご理

解が深いことが推察される」との考えを示した。 

 新内閣の関係閣僚にも言及。衆院厚労委員会

の与党筆頭理事などを務めた上野賢一郎厚労相

については、「社会保障への理解は非常に深い

方」と評価。全世代型社会保障改革や賃上げ環

境整備を担う城内実担当相に対しては、「公定

価格で運営している医療機関などにおいて、賃

上げが可能となる環境を整えることは不可欠」

と述べ、実現に向けた行動力に期待を寄せた。

医師の松本尚デジタル相は「頻繁に意見交換を

させていただいている。日医の考え方は、十分

にご理解いただいている」との認識を示した。 

●自民・維新の合意書「非常に厳しい」 

 一方、自民党と日本維新の会が交わした連

立政権合意書に対しては、「非常に厳しい項

目が並んでいる」と指摘。OTC類似薬を含む薬

剤の自己負担の見直しに関しては、「社会的

弱者や低所得者、子育て世代にとって、薬剤

の自己負担がもし増えることになれば、非常

に大きな打撃となる」と述べ、OTC類似薬の保

険適用除外には反対だとの考えを改めて示し

た。医療費窓口負担に関する年齢によらない

真に公平な応能負担の実現については「その

中身による」と述べた。 

 合意内容の具体的な検討スケジュールにつ

いて、「タイトなものになるかもしれない」

と言及。日医として時期を逸することのない

よう、適切なタイミングで意見を主張してい

く考えを示した。     【メディファクス】 

 

■ 経常赤字の病院62.2％、公立では９割超 

― 24年度、日医が緊急調査 ― 

 日医は10月22日の会見で、今年６～７月に
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実施した病院の緊急経営調査の結果を発表し

た。2024年度の経常収支が赤字だった病院の

割合は全体で62.2％に達し、特に公立病院で

は90.9％、国立病院では85.0％に上った。 

 会見で調査結果を説明した城守国斗常任理

事は、既に公表済みの診療所の経営状況に関

する調査も踏まえ、「このままでは多くの病

院・診療所は立ちゆかなくなり、地域医療の

崩壊につながる」と懸念し、医療機関の経営

安定化を国に強く求めていく姿勢を示した。 

 病院に関する緊急調査は、日医A１会員の病

院管理者4826人を対象に、23年度と24年度の

病院の収支状況を尋ねた。1211人分を有効回

答として集計した（有効回答率25.1％）。 

 23年度の経常収支赤字病院割合は全体で

48.8％だったが、24年度は13.4ポイント拡大

した。他の開設主体別の24年度赤字病院の割

合は以下の通り。▽公的病院＝68.4％（前年

度比8.8ポイント増）▽医療法人＝56.4％

（13.1ポイント増）▽その他＝74.0％（13.0

ポイント増）―。 

 24年度の経常利益率はマイナス2.6％で、前

年度より2.0ポイント悪化した。経常収支悪化

の要因について、城守氏は「新型コロナ関連

の補助金の影響が大きい」との見方を示した。 

 24年度の医業収益は前年度比2.6％増だっ

たが、医業費用の伸びはそれを上回る2.8％増

だった。医業費用を費目別に見ると、給与費

や材料費の伸びが大きく、物価や人件費の高

騰が経営を圧迫する要因となっていた。 

 医療人材確保のため人材紹介会社に支払う

手数料は、24年度は100床当たり706.6万円で、

前年度より7.9％増えた。医療法人立の病院で

は、100床当たりの支払額は843.5万円に上った。 

●城守氏「これまでの改定率では厳しい」 

 病院の経営状況の悪化を踏まえ、病院団体

は26年度診療報酬改定で10％超の大幅なプラ

ス改定の必要性を訴えている。城守氏は日医

として、26年度改定で求める具体的な改定率

への言及は避けたが、「病院団体が主張する

通り、これまでの改定率では厳しいという認

識だ。適切な手当てをしていただきたい」と

述べた。 

 費用の増加に伴う医療機関の消費税負担の

増加にも課題意識を示し、「少なくとも適切

な補填が行われるように厚生労働省に求めて

いる」と説明。個々の医療機関で補填率にば

らつきがあるとし、「難しい面もあると思う

が、より精緻化していただくように働きかけ

ていきたい」と話した。 【メディファクス】 

 

■ OTC類似薬の給付見直し「時期尚早、反対」 

― 日医・茂松氏 ― 

 茂松茂人副会長は10月22日の定例会見で、

OTC類似薬の保険給付の見直しについて、「安

全性、有効性、経済性の面で、国民にとって

負担や不利益が大きいことから、時期尚早、

反対だ」と日医の考えを改めて示した。 

 具体的な懸念点として、▽医学的な見地か

らの問題▽患者・家族の経済的・物理的な負

担の問題▽市販薬にアクセスできない地域の

問題―の３点に言及した。 

 医学的な見地からの問題では、医療機関へ

の受診遅延による健康被害を挙げ、「重篤な

疾患の早期発見、早期治療の機会が失われる

などさまざまなリスクがある」と指摘した。 

 患者・家族の経済的・物理的負担の問題で
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は、「医療用医薬品であれば１～３割の負担

で済むところが、一般用医薬品になると（医

療用医薬品の）10倍以上の価格になるものも

あり、全額自己負担になる」と説明。とりわ

け、難病患者や心身障害者、生活保護受給者、

小児医療費助成などで大きな影響が生じると

の考えを示した。 

 市販薬にアクセスできない地域の問題では、

地方におけるアクセスに加え、往診や診療の

中で使う薬剤にも影響が及ぶと説明し、「患

者に薬が届かないということが起こってくる」

と問題意識を示した。 

●次期改定で必要な対応５項目を列挙 

 茂松副会長はまた、次期診療報酬改定で必

要な対応として、賃金上昇、物価高騰、医療

の高度化、高齢化、過年度の対応不足分の５

項目を挙げた。国民医療費の財源構成を示し、

2023年度の税金（公助）の投入割合が37.5％

（18兆331億円）と前年度の37.9％から減少し

ていることを指摘した。 

 厚生労働省の「25年賃金引き上げなどの実

態に関する調査」における１人平均賃金の改

定率にも言及した。医療・福祉は、24年で2.3％、

25年で2.5％と各産業の中でいずれも最下位

だったと説明。「民間に賃上げを求めるので

あれば、公定価格で運営されている医療機関

などで賃上げが可能となる環境を整えること

が不可欠だ」と訴えた。 【メディファクス】 

 

■ 出産無償化の議論に問題意識 

― 新任の日医・福田副会長 ― 

 日医副会長に就任した福田稠氏が、10月22

日の会見で抱負を語った。産婦人科医の福田

副会長は、出産の無償化を巡る議論について

「喫緊の課題」と強い問題意識を示し、「変

革が少しでも悪い方に動けば、産科医療その

ものが成り立たなくなる。良い方向でソフト

ランディングできるような努力をしていきた

い」と述べた。 

 福田氏は、夏の参院選で当選した釜萢敏前

副会長の辞任に伴う補選に立候補し、４日の

日医臨時代議員会で選出された。釜萢前副会

長の担当分野をそのまま引き継ぐ。 

            【メディファクス】 

 

■ 医療・介護の経営・処遇改善に補助金 

― 高市首相 ― 

 高市早苗首相は10月21日の就任会見で、医療

機関や介護施設への物価高対策について「報酬

改定の時期を待たずに、経営の改善、働いてい

る方々の処遇改善につながる補助金を前倒し

で措置する」と表明した。会見後の初閣議で経

済対策の策定を指示すると説明。物価高対策を

「しっかりと講じていく」とした。 

 医療機関や介護施設の厳しい経営状況に触

れた上で「私たちの安心・安全に関わる大切

なインフラが失われるかもしれない。今、手

を付けなければ間に合わないことがたくさん

ある。経済対策を最優先で取り組ませてほし

い」と話した。重点支援地方交付金を拡充す

る方針も示した。 

 日本維新の会との連立政権については、社

会保障改革などを課題に挙げ、「両党の政策

合意を基礎に、共に手を携えて政策実現に取

り組んでいく」と意欲を示した。 

            【メディファクス】 


